予算要求資料
平成28年9月補正予算　支出科目款：総務費　項：企画開発費　目：男女共同参画推進費　　　
	事業名　新女性の活躍推進加速化事業費　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　健康福祉部　女性の活躍推進課　男女共同参画係　電話番号：058-272-1111（内2422）

　　　　　　　E-mail： c11234@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　補正要求額　15,122千円（現計予算額　　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

予算額
	15,122
	12,097
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,025

	決定額
	15,122
	12,097
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,025


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）

・人口減少・少子高齢化の中で、女性があらゆる分野で能力を発揮してい
くことは、社会全体にとって極めて重要である。

・しかし、性別による固定的な役割分担意識は根強く、仕事と家庭の両立
が困難などの理由から出産を機に退職する女性が多いなど、女性がいき
いきと活躍する上では、企業における職場環境改善とともに、社会全体
の意識改革が必要となっている。
[背景データ]

・女子学生の約７割は、結婚出産後も同じ会社での継続就労を希望。

・しかし就職後３年以内に離職する新卒者の割合は３割超。

　　※離 職 率：全国32.4％　岐阜県35.4％

・さらに第１子出産を機に離職する割合は約６割

　　※離職理由：１ 家事・育児に専念するため自発的に退職（35％)

２ 就業時間が長い、勤務時間が不規則（25％）

   　　      ３ 勤務先の両立支援制度が不十分（20％）

　        　　  ４ 体調不良などで両立が困難（15％）

（２）事業内容

　　・少子高齢化を踏まえ、今後懸念される人材不足の解消や、安定した企業経

営基盤の構築に向け、業界団体等と連携し更なるエクセレント企業の拡大
を図る。
　　・また、本年度策定予定の「女性の活躍推進計画」の実行的な取組みの促進
に向け、女性登用等を積極的に推進するエクセレント企業経営者等と連携
した普及啓発を図る。

① エクセレント企業の取組ＰＲ強化　　　　　　　　　　12,922千円
　　・テレビ番組の製作、放映

　　・インターネットを活用した企業ＰＲ動画配信

　　・業界団体と連携したエクセレント企業事例の普及拡大
　② 女性活躍推進法に基づく、都道府県推進計画の普及促進　1,300千円
    ・業界団体と連携した計画推進に向けた取組み強化

　③ 県内で活躍する女性の情報発信の拡大　　　　　　　　　 500千円　
　　・県ポータルサイトの機能強化（情報コンテンツ充実） 　　　
　④ その他事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 400千円
（３）県負担・補助率の考え方

　　　・補助率　国８／１０、県２／１０
　　　
（４）類似事業の有無　　無　
　
　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委 託 費
	14,522
	映像制作費　他

	旅    費
	300
	事務費

	役 務 費
	100
	事務費

	需 用 費
	200
	事務費

	合  計
	15,122
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
・県長期構想　→　ワーク・ライフ・バランスの推進

・県少子化対策基本計画　→　子育てしながら仕事もできる岐阜県づくり
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
第３次岐阜県少子化基本計画

○岐阜県子育て支援企業登録数

　　H26末 　１，４７７社　→　H31末　３，３００社　

○ロールモデルとして紹介する女性の数

　　H26末　　　 　８５名  →　H31末　　　３００名


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	子育て支援企業登録制度登録企業数
	　
（H　）
	258

（H19）
	1,477
（H26）
	2,613
(H28.8）
	3,300
（H31）
	79.2％


	女性の育休取得率
	71.7％
（H18）
	86.5％

（H20）
	92.3％

（H26）
	92.3％

（H26）
	100.0％

（H31）
	92.3％


	男性の育休取得率
	2.8％
（H18）
	0.6％

（H20）
	2.6％

（H26）
	2.6％

（H26）
	5.0％

（H31）
	52.0％


	ロールモデル数
	（H　）
	85名
（H26）
	85名
（H26）
	85名
（H26）
	300名
（H31）
	28.4％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）女性の活躍推進トップセミナー（５圏域各１回開催予定）
（２）女性キャリアデザインセミナー及び交流会（５圏域各１回開催予定）

（３）女子学生と社会人交流（県内５大学開催予定）※別途全体会有

（４）エクセレント企業の拡大（５５社）


（前年度の成果）

	前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・各業界団体、市町村と連携した事業展開により女性の活躍推進に向けた

意識の醸成が期待できる。

・各種事業を通じた、地域女性ネットワークの拡大が期待できる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇
	仕事と家庭を両立しながら、いきいきと働き続けることができる環境をより一層推進するため、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	女性登用を経営戦略とするエクセレント企業の取組み拡大、さらには県内で活躍する女性（ロールモデル）の拡大により、女性ニーズにマッチした就労環境整備への取組みが進んでいる。　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇
	経営者協会をはじめとする業界団体、ロールモデル女性等との連携により、事業の効率化を図っている。


（今後の課題）

	事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　(1)新たなニーズへの対応　　　　　育児　→　介護需要の拡大

　　(2)企業規模による取組みの加速度　中小企業・大企業


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　　従業員が実際に育児休業を取得しやすい環境を整備するなど、実践的な取組が進んでいない企業も見受けられるため、優れた取組を実施する企業の実例を踏まえた経営者へのアプローチを強化する。

　　また、女性の継続就労に向けた結婚、育児、就労等、女性の様々な不安を解消するための、更なる地域女性ネットワークの拡大に向け、企業、地域団体等との連携強化を図る。


